
11 12企業全体の事業別費用の割合 事業別費用の内訳
●印字された事業内容について、調査票第１面　 欄「❷費用総額」で記入した金額に占める割合を記入してください。（小数点以下四捨五入）
●さらに、下に印字された事業活動について、①の費用に対する割合を記入してください。（小数点以下四捨五入）

●次の太線枠内に印字された事業内容（     欄の①の事業内容）について、以下の「主な費用項目」別に費用の額を記入してください。（万円未満四捨五入）5

事業内容 内容説明
費用総額に
占める割合
（％）
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費用の額主な費用項目
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十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

① 給与総額

② 福利厚生費（退職金を含む）

③ 賃借料（土地・建物）

④ 賃借料（情報通信機器）

⑤ 賃借料（その他）

⑥ 減価償却費

⑦ 外注費

⑧ 広告宣伝費

⑨ 保険料

⑩ 水道光熱費

⑪ 通信費

⑫ 荷造運搬費

⑬ 旅費・交通費

⑭ 車両費

⑮ 消耗品費

第  2  面

②　その他

①の費用の内訳（割合）

1 0 0

事業活動 内容説明 割合（％）

内訳計

●①の費用に対する aの事業活動の費用割合（０～ 100）を記入してください。（小数点以下四捨五入）
●a ～ｋの割合を合計すると 100％（＝①の費用）になりますが、 a行以外の割合は記入不要です。

合計  　 （ 　 ① 　 ＋ 　 ② 　 ）

a

b

c

d

e

f

g

h

i

j

k

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

①

＊ ＊ ＊
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『調査票の記入のしかた』 17～30ページ参照 『調査票の記入のしかた』 31～38ページ参照

経済構造実態調査
秘 基幹統計調査

産業横断調査票
（調査票B）

Y
NXTG

B
NXTG

C
NXTG

M
NXTG

T000000-0　フォームNo.00-000-000 1A　　得意先名： 株式会社日経リサーチ 様　　品名： 総務省・経産省 経済構造実態調査 B票　2024.02.07　Design: Nakayama　イラレCS6 / Nagano
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

⑯ 印税・原稿料

通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

新聞業，広告制作業，その他の映像・音声・文字情報制作附帯サービス業

レコードの企画・制作，ラジオ番組の制作を行う事業

映画の制作，記録物・創作物などのビデオ制作，テレビジョン番組の制作，アニメーションの制作，映画・
ビデオ・テレビジョン番組の配給を行う事業

公共放送業，民間放送業，有線放送業

固定電気通信業，移動電気通信業，電気通信に附帯するサービス業

書籍，教科書，辞典，パンフレット，雑誌，定期刊行物などの出版を行う事業

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

映像・音声・文字情報制作業（映像情報制
作・配給業，音声情報制作業及び出版業を
除く）

音声情報制作業

映像情報制作・配給業

放送業

通信業

出版業

固定・移動電気通信業、放送業、映像情報制作・配給業、音声情報制作業、新聞業、
出版業、広告制作業、貸スタジオ 等

通信、放送、映像・音声・文
字情報制作事業

N

M
Ｏ

＜　　 共通＞

「事業活動」及び「主な費用項目」については、ウラ面も御覧ください

・①の費用を100としたときの a の事業活動の費用割合を記入してください。
※ a行にあらかじめ「＊＊＊」が表示されている場合は記入不要です。
・自企業内で製造・加工したものを別の企業に卸売した場合は、卸売事業ではなく
製造事業となりますので、「卸売事業（代理・仲立事業を含む）」には含めないでく
ださい。

①の費用の内訳（割合）

・①に表示された事業内容について、2024年１月から12月までの1年間の費用
総額（調査票A 5欄「❷ ❶に対する費用総額（売上原価＋販売費及び一般管理
費）」）に占める割合を記入してください。
※ ①に該当する　 のa～k欄に表示された全ての事業活動に係る費用の合計
について、費用総額に占める割合を記入してください。

・費用総額に占める割合の大小にかかわらず、表示されている事業内容に係る
費用の割合を記入してください。

企業全体の事業別費用の割合

M

M

N

※ 2024 年 1 月から12月までの 1 年間で記入できない場合は、2024年を最
も多く含む決算期間について記入してください。

※ 営業期間が1年に満たない場合であっても記入してください。
※ 費用の割合・内訳がわからない場合は、従業者数、売上（収入）金額などの情報
をもとに割合を算出して記入してください。

※ 割合の合計が100（％）となるように整数で記入してください。割合が0.5％
未満の場合は、「０」（％）と記入してください。

※ 表示されている「事業活動」について、ウラ面に詳細な説明がありますので
御参照ください。

M N

N

企業全体の事業別費用の割合11

N

・　　赤点線の枠に表示されている事業内容に係る費用の内訳について、主な費用項目別に記入してください。
※ 記入する金額は、費用総額（調査票A 5欄「❷ ❶に対する費用総額（売上原価＋販売費及び一般管理費）」）に、
調査票Bの11欄「費用総額に占める割合」を掛けた金額の内訳となります。

※ 表示されている「主な費用項目」以外は記入する必要はありません。
・費用項目別の金額がわからない場合は、従業者数、売上（収入）金額などの情報をもとに金額を算出してください。
・「主な費用項目」は、①～⑮の共通項目と、⑯以降の産業別項目があります。
※ 表示されている「主な費用項目」について、ウラ面に詳細な説明がありますので御参照ください。

事業別費用の内訳12
O

調査内容の説明 経済構造実態調査「産業横断調査票（調査票B）」の調査事項について
より詳しい説明については『調査票の記入のしかた』を御覧ください。
『調査票の記入のしかた』は下記URLにて閲覧、ダウンロードできます。
https://www.kkj-st.go.jp/download/
スマートフォン、タブレット端末等で右記2次元コードからも御確認いただけ
ます。

回答上の注意
・企業全体の事業別費用の割合など、企業に係る内容を回答
いただきます。
・連結会社を含まない、企業単体の経済活動について回答し
てください。

■表示されている「事業内容」と「事業活動」に係る費用の割合、「主な費用項目」別の金額
について回答してください。

産業横断調査Ｂ　簡易版記入のしかた

■本資料は、紙の調査票の様式と主な調査事項についての回答のしかたです。
※インターネット回答時に使用する電子調査票のイメージと異なりますが、回答いた
だく調査事項は同じです。

■インターネットで回答いただくに当たっての参考資料として御活用ください。
※２次元コードから、より詳細な内容や記入例等を御確認いただけます。

20



4-6　映像・音声・文字情報制作業
（映像情報制作・配給業、音声情報制作業及び出版業を除く）

4-5　出版業

4-4　音声情報制作業

4-3　映像情報制作・配給業

4-2　放送業

4-1　通信業

4　通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業
〔情報の制作、加工、伝達、提供を行う事業〕

内容項目

内容項目

内容項目

事業活動及び主な費用項目について
■「事業活動」及び「主な費用項目」について、詳細な説明は以下の内容になります。

事業活動に関する説明
(オモテ面　 に対応します)

主な費用項目の説明
(オモテ面　 に対応します)

・「事業活動」の「a」に表示されている内容について以下を御参照ください。
・「事業内容」の①の費用を100としたときの「事業活動」の「a」の費用割合を回答してく
ださい。

・「主な費用項目」の①～⑮に表示されている項目は、全ての産業で共通する項目（共通項目）、⑯以降の項目は産業別で異なる項目（産業別項目）となります。
・表示されている事業内容に係る費用の内訳について、以下を御参照のうえ、主な費用項目別に回答してください。

N O

≪共通項目≫

≪産業別項目≫
(４) 通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業

▶ 新聞・定期刊行物・テレビジョン・ラジオ等にニュースを供給する事業，レコーディン
グスタジオなどの映像・音声・文字情報制作に附帯するサービスを提供する事業

▶ 印刷物にかかる広告の企画，制作を行う事業

▶ 新聞の発行を行う事業

▶ 書籍，教科書，辞典，パンフレット，雑誌，定期刊行物などの出版を行う事業

▶ レコードの企画・制作，ラジオ番組の制作を行う事業

▶ 映画の制作，記録物・創作物などのビデオ制作，テレビジョン番組の制作，アニメー
ションの制作，映画・ビデオ又はテレビジョン番組の配給を行う事業

▶ 有線の電気通信設備により放送事業を行う事業

▶ 広告料収入又は有料放送収入により放送事業を行う事業

▶ 公共の目的のため，非営利的に放送事業を行う事業

▶ 他に分類されない電気通信に附帯するサービスを提供する事業

▶ 移動通信を行うための手段の設置，運用を行う事業

▶ 固定通信を行うための手段の設置，運用を行う事業，有線による放送及び通話両面
の設備を用い一定の区域内における利用者のために放送と通話取扱のサービスを
提供する事業，ＩＤＣ業などの固定電気通信業を営む事業

取得価格が10万円以上の有形・無形固定資産に係る減価償
却費を記入してください。なお、資産取得時に補助金等を受領
し積立ている場合、当該積立の取崩額を控除してください。

「③賃借料（土地・建物）」及び「④賃借料（情報通信機器）」以外
の賃借料があれば記入してください。経理上、売買扱いと
なっているリース支払額は含めません。

有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファ
クシミリ、電子計算機(パソコン、サーバなど)とその他関連機
器などの情報通信機器の賃借料を記入してください。経理上、
売買扱いとなっているリース支払額は含めません。

土地・建物の賃借料の総額を記入してください。管理費など
の共益費及び月極めの駐車料金も含めて記入してください。
経理上、売買扱いとなっているリース支払額は含めません。

当該期間に支払うべき事業主負担の法定福利費（厚生年金保
険法、健康保険法、介護保険法、労働者災害補償保険法等によ
るもの）、福利施設負担額、厚生費、現物給与見積額、退職給付
費用、退職金等の総額を記入してください。

売上原価（製造原価に含まれる労務費等）、販売費・一般管理費
に含まれる人件費のうち、
役員（非常勤を含む）及び従業者（臨時雇用者を含む）に
対する給与（所得税・保険料等控除前の役員報酬、賞与
（賞与引当金繰入額を含む）、労務費、手当、賃金等）の総
額を記入してください。ただし退職金や法定福利費は含
めません。
別経営の事業所（企業）に派遣・出向している従業者に支
給している給与を含めます。
他の会社などから派遣・出向としてきている従業者に給
与として支給している場合は、その金額を含めます。

① 給与総額

② 福利厚生費
(退職金を含む)

③ 賃借料
(土地・建物)

④ 賃借料
(情報通信機器)

⑤ 賃借料
(その他)

⑥ 減価償却費

取得金額が10万円未満の消耗品又は使用可能期間（法定
耐用年数）が１年未満の消耗品について支払った費用を記
入してください。

ガソリン代、オイル代など車両の運営、維持、管理のために支
払った費用を記入してください。

役員や従業員が会社の業務遂行に要した旅費や交通費を記
入してください。

販売した商品や製品の発送に関わるこん包材料や資材など
の支払額(荷造)、発送する際の運送費や搬送費などの支払額
を記入してください。

電話料金やインターネット料金、郵送料金などの通信費用の
総額を記入してください。

電気代、ガス代及び水道代の支払額を記入してください。

損害保険料、地震保険料、生命保険料、自動車保険料などの保
険料金を記入してください。

ポスター、チラシ、テレビ用オンエアＤＶＤ、プレゼント用
グッズなどの広告宣伝費(外注分、媒体支払費を含む)を記入
してください。

業務の一部又は全部を他の企業へ委託、下請け、その他の形式
で発注した経費を記入してください。なお、外注しているもの
の、他の項目の記載で金額が重複するものがある場合（例：外注
の広告宣伝費）、当該金額は、本項目から控除してください。

⑮ 消耗品費

⑭ 車両費

⑬ 旅費・交通費

⑫ 荷造運搬費

⑪ 通信費

⑩ 水道光熱費

⑨ 保険料

⑧ 広告宣伝費

⑦ 外注費

国外の映画、テレビ映画又はテレビ番組などの作品をビデ
オ化するための版権を得るために支払った費用を記入して
ください。

版権獲得費(国外)

国内の映画、テレビ映画又はテレビ番組などの作品をビデ
オ化するための版権を得るために支払った費用を記入して
ください。

版権獲得費(国内)

著者（著作権者）に著作権使用料として発行部数見合いで支
払った印税方式の経費又は原稿を買い取る形で支払った原
稿料などの経費を記入してください。

印税・原稿料

音声制作業務のために支払った著作権料を記入してください。著作権使用料

入場料収入(興行収入)から得た収入のうち、映画製作者に支
払った費用を記入してください。配収支払費

国外の映画制作作業者(著作権者)から映画を買い付けたとき
に支払ったロイヤリティ(上映権、頒布権に関する著作権使用
料)を記入してください。

配給権獲得費
(国外)

国内の映画制作作業者(著作権者)から映画を買い付けたとき
に支払ったロイヤリティ(上映権、頒布権に関する著作権使用
料)を記入してください。

配給権獲得費
(国内)

「制作費(出演料等の人件費)」以外の制作費用（原作・脚本
料、機材・資材費、現像費、編集費、録音費、スタジオ使用料、
プリント費、出演者等の旅費交通費など）を記入してください。

制作費(その他)

出演者に支払った出演料及び演奏料、監督等製作スタッフ、
要員などに要した人件費を記入してください。自社の従業者
への給与等は除きます。

制作費
(出演料等の人件費)

他の事業者に対してその設備を使用する対価として支払った
費用を記入してください。通信設備使用料

電気通信設備の保全のために必要であった費用を記入してくだ
さい。施設保全費

4 通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業




